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地球温暖化問題は、頻発する自然災害を始めとして、気候変動や生態系の破壊など人類

の生存をも脅かす深刻な事態となっています。

国においては、平成 24 年 4 月に閣議決定された“第 4 次環境基本計画”において、「2050
年までに 1990 年比で 80％の温室効果ガスの排出削減を目指す。」と目標値を具体的なもの

とし、その達成に向けた取り組みを推進していくこととしています。

また、県においては、平成 23 年 3 月に策定された“宮崎県環境計画”において、「温室

効果ガス排出量を 2020 年度までに 1990 年度比で 52％、2050 年度までに 87％削減する。」

という中長期目標を掲げ、県民総力戦で温室効果ガスの排出削減に取り組むこととしてい

ます。

本市では、平成 20 年 3 月に策定した“宮崎市環境基本計画(第 2 次計画)”を中間年度に

あたる今年度に見直しをおこない、市内の温室効果ガス排出量削減の長期目標を国の策定

マニュアルに基づき、「2050 年度までに 2010 年度比で 80％削減する。」としています。

宮崎市役所は、これまで、平成 11 年 3 月に策定した“宮崎市環境保全率先実行計画ラブ･

アースみやざき”、さらに、平成 18 年 3 月に策定した“宮崎市地球温暖化防止実行計画”

に沿って、市内の一事業者としての立場から、環境負荷の低減に向けた取組みを率先して

実行し、温室効果ガス排出量の削減をはじめとする各目標の達成に向けて取り組んできま

した。

現計画は、計画期間が平成 24 年度で終了することになっていますが、地球温暖化防止対

策への取組みは、さらに継続して積極的に推進していく必要があります。

１．計画の目的

本計画は、宮崎市環境基本計画を推進するため、市内の一事業者として、宮崎市役所の

温室効果ガス排出量の削減を図ることを目的とするとともに、地球環境への負荷低減を全

庁的に推進することによって、持続可能な社会の構築を目指します。

２．計画期間及び基準年度

本計画の計画期間及び基準年度については、次のとおりとします。

【計画期間】 平成 25 年度から平成 29 年度までの 5 年間

【基準年度】 平成 23 年度 ※活動量が適切に把握できる年度
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第２章 基本的事項

第１章 計画策定の背景



３．対象とする事務･事業の範囲

本市のすべての事務･事業を対象とします。

ただし、外部への委託や指定管理者制度により実施する事務･事業は対象外とします。

４．対象とする組織、施設等の範囲

対象部局の出先機関等を含めた、本市のすべての組織や施設等を対象とします。

＜対象部局＞

①市長部局

②議会事務局

③選挙管理委員会事務局

④監査事務局

⑤農業委員会事務局

⑥教育委員会事務局（小中学校を含む）

⑦上下水道局

⑧消防局

５．削減対象とする温室効果ガスの種類と調査項目

温室効果ガスの種類、並びにそれらの排出量を把握するために必要な調査項目は次の

とおりとします。

（１）温室効果ガスの種類と発生源(地球温暖化対策の推進に関する法律第 2 条による)

※ただし、本市の温室効果ガス総排出量の算定にあたっては、排出量の実態把握が

困難で、かつ、排出量も極めて少ない(もしくは排出されない)ＨＦＣ、ＰＦＣ

及びＳＦ6 を除きます。
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種 類 人為的な発生源

二酸化炭素

（ＣＯ2）
燃料の燃焼。電気、熱の使用。廃棄物の焼却。

メタン

（ＣＨ4）

燃料の消費。自動車の走行。生活排水の処理。

廃棄物の焼却。埋立処分した廃棄物の分解。

一酸化二窒素

（Ｎ2Ｏ）

燃料の消費。自動車の走行。生活排水の処理。

廃棄物の焼却。

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ＨＦＣ）

HFC が封入されたカーエアコンの使用(漏洩)、廃棄。

噴霧器または消火器の使用、廃棄。

ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ＰＦＣ）

半導体等製造用や電子部品などの不活性液体などとして

使用。

六ふっ化硫黄

（ＳＦ6）
SF6 が封入された電気機械器具の使用、点検、廃棄。



（２）温室効果ガス排出量算定に係る調査項目と排出係数

※排出係数は「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第三条(環境省/平成 22 年 3 月一部改正)」

に規定される値とする。ただし、都市ガスについては「宮崎ガス㈱」、電気については「九州電力㈱」の

公表値とする。

（３）温室効果ガス排出量の算定方法

× ×

①活動量

当該年度の燃料使用量、電気使用量、自動車の走行量。

②排出係数

活動量 1 単位当たりの温室効果ガス排出量を示す。

③地球温暖化係数

「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」第 4 条に定める係数。

温室効果ガスの温室効果をもたらす程度を、二酸化炭素の当該年度に

対する比で示した係数（CO2=1､CH4=21､N2O=310）
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調査項目 単位 対象ガス 排出係数 対象ガス 排出係数

燃

料

使

用

量

ガソリン ℓ CO2 2.32 － －

灯油 ℓ CO2 2.49 － －

軽油 ℓ CO2 2.58 － －

Ａ重油 ℓ CO2 2.71 － －

液化石油ガス（LPG） kg CO2 3.00 － －

天然ガス N ㎥ CO2 2.22 － －

都市ガス N ㎥ CO2 2.30 － －

電気使用量 kwh CO2 0.385 － －

自

動

車

の

走

行

量

ガ
ソ
リ
ン
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ

普通・小型乗用車 km CH4 0.000010 N2O 0.000029

軽乗用車 km CH4 0.000010 N2O 0.000022

普通貨物車 km CH4 0.000035 N2O 0.000039

小型貨物車 km CH4 0.000015 N2O 0.000026

軽貨物車 km CH4 0.000011 N2O 0.000022

特殊用途車 km CH4 0.000035 N2O 0.000035

軽
油

普通・小型乗用車 km CH4 0.000002 N2O 0.000007

普通貨物車 km CH4 0.000015 N2O 0.000014

小型貨物車 km CH4 0.0000076 N2O 0.000009

特殊用途車 km CH4 0.000013 N2O 0.000025

①活動量 ②排出係数 ③地球温暖化係数



本市では、現計画において、「平成 16 年度実績を基準として、平成 24 年度までに温室効

果ガスを 4％削減する」という目標を掲げて取り組んできた結果、平成 23 年度の削減率は、

平成 16 年度比で 5.29％(旧清武町域は除く)と目標を上回ることができました。

しかしながら、本市の事務活動から排出される温室効果ガスの発生源は、電気の使用に

伴うものが約 72％と大半を占めており、今後もより一層の省エネルギー活動に取り組む必

要があります。

１．平成 23 年度温室効果ガス排出量（旧清武町域は除く）

●温室効果ガス種別排出割合(CO2 換算) ●活動区分別排出割合(CO2 換算)

２．温室効果ガス排出量の推移（旧清武町域は除く）

※平成 21,22 年度は、石崎浜荘リニューアル工事による閉鎖に伴い天然ガス等の使用量が

大幅に減少したため、総排出量も減少しています。
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第３章 温室効果ガスの排出状況

12,350.80 12,631.10 12,027.50 11,292.80 11,559.90 12,271.4612,956.31

H16 比

△5.29％



本市の環境基本計画において、市内の温室効果ガス排出量の削減目標を｢2050 年度(平成

62 年度)までに 2010 年度(平成 22 年度)比で 80％削減する。｣としており、市役所も市内の

一事業者であることを踏まえ、本市の事務･事業によって生じる温室効果ガス排出量の削減

については、2050 年度(平成 62 年度)までの長期目標を｢直近の実績値がある 2011 年度(平
成 23 年度)を基準年度とし、その排出量に比べ 80％削減する。｣と設定し、率先して削減

に努めます。

また、その削減は平均的に推移するものと仮定したうえで、目標の実現に向けた短期目

標として、本計画の終期である 2017 年度(平成 29 年度)までの削減目標を｢2011 年度(平成

23 年度)比で 12.3％以上削減｣とします。

平成 23 年度排出量[対象施設分] 二酸化炭素換算（単位：ｔ－CO2）

－12.3％

平成 29 年度排出量[対象施設分] 二酸化炭素換算（単位：ｔ－CO2）
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７．温室効果ガスの排出削減目標 
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二酸化炭素（CO2） メタン（CH4） 一酸化二窒素（N2O） 総排出量

25,961.01 1.33 36.75 25,999.09

二酸化炭素（CO2） メタン（CH4） 一酸化二窒素（N2O） 総排出量

22,767.97 1.12 32.12 22,801.20

第４章 温室効果ガスの排出削減目標

2017 年度(平成 29 年度)目標値：22,801.20

短期削減目標：3,197.89

2011 年度(平成 23 年度)比：△12.3％

2050 年度(平成 62 年度)目標値：5,199.81

長期削減目標：20,799.28

2011 年度(平成 23 年度)比：△80％

基準年度：2011年度(平成23年度)

排出量：25,999.09

※新対象施設の排出量

平成 23 年度の温室効果ガス排出量を基準として、平成 23 年度の温室効果ガス排出量を基準として、

平成 29 年度までに 12.3％以上削減します。平成 29 年度までに 12.3％以上削減します。

2011(H23) 2017(H29) 2050(H62)



省エネ化及びクリーンエネルギー導入の推進省エネ化及びクリーンエネルギー導入の推進

１．電気使用量の削減

電気は、発電時において大量の化石燃料を使用し、二酸化炭素等の排出や資源の

枯渇に影響することから、電気使用量の削減に努めるとともに、クリーンエネルギ

ーの導入を推進します。

※平成 23 年度実績：57,703,255kWh[対象施設分]

＜取組方針＞

冷暖房設備運転管理担当部署における取組み

◆冷暖房温度の適正管理を徹底し、室内設定温度を厳守する。

※運転期間等については、電力供給の状況等により一時的に変更する場合がある。

市有施設整備担当部署における取組み

◆市有施設の建設・改修にあたっては、太陽光発電等のクリーンエネルギー設

備やＬＥＤ照明器具等の省エネルギー型設備の積極的な導入を図る。

全部署における取組み

◆室内設定温度を適正に管理するため、冷暖房運転期間は定期的に室内温度を

チェックし、事務局へ報告する。

全職員が率先して実践する取組み

◆始業前の照明は、必要最小限にする(５分前等)。
◆昼休みや残業時には、不要な箇所の消灯を徹底する。

◆トイレ、休憩室、会議室など使用していない時の消灯を徹底する。

◆業務終了後、支障のない OA 機器等の電源は必ずオフにする。

◆コピー機は余熱ボタンを活用し、長時間(概ね１時間以上)のパソコン不使用時

は電源を切るなど、待機電力の削減を徹底する。

◆使用しない電気設備等のコンセントは抜いておく。

◆エレベーターの利用を控える(直近階３階程度)。
◆自動ドアの使用を控える。
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運転 項目 基準(原則)

冷房運転

運転期間 ６月初旬～９月下旬

運転時間 午前８時３０分～午後５時１５分

室内設定温度 室温２８℃

暖房運転

運転期間 １２月初旬～３月下旬

運転時間 午前８時３０分～午後５時１５分

室内設定温度 室温１８℃

第５章 削減目標の達成に向けた取組み

【削減目標】

平成 29 年度までに、電気使用量を平成 29 年度までに、電気使用量を

平成 23 年度比で 12.5％以上削減します。平成 23 年度比で 12.5％以上削減します。



◆冷暖房運転時間以外は、送風機のスイッチをオフにする。

◆冷暖房運転中の窓や出入口等の開放禁止を徹底する。

◆ブラインドなどを効率的に活用し、室温を調節する。

◆クールビズやウォームビズの取組みを推進する。

◆業務に関係のない個人の電気製品を使用しない。

◆毎週水曜日の「おうちに帰ろうデー」を徹底し、勤務時間終了後、職員が

速やかに退庁することで節電に努める。

２．燃料使用量の削減

燃料(ガソリン・灯油・軽油・Ａ重油・ＬＰＧ・天然ガス・都市ガス)は、燃焼

することで二酸化炭素等の排出に影響を及ぼすため、燃料使用量の削減に努めます。

●平成 23 年度燃料別使用量実績(上段)及び削減目標(下段) [対象施設分]

●公用車の走行に伴う温室効果ガスの排出量(平成 23年度実績)及び削減目標 [対象施設分]

＜取組方針＞

冷暖房設備運転管理担当部署における取組み

◆冷暖房温度の適正管理を徹底し、室内設定温度(冷房運転時で 28℃以上、

暖房運転時で 18℃以下)を厳守する。

施設管理担当部署における取組み

◆公用車更新時等における低燃費･低公害車の導入を推進する。

全職員が率先して実践する取組み

◆公用車運転時のエコドライブの徹底。

・アイドリングストップに努める。

・エアコンの設定温度を控えめにする。

・不要な荷物は積み込まないようにする、など。

◆公用車を離れる際には、エンジンを切る。

◆近距離移動については公用車を使用せず、使用する場合には相乗りをするな

ど、公用車の走行距離を縮減する。
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ガソリン 灯油 軽油 Ａ重油 ＬＰＧ 天然ガス 都市ガス

355,694ℓ 136,172ℓ 145,350ℓ 60,300ℓ 385,616kg 47,056 ㎥ 426,618 ㎥

－15.3％ －13.7％ －2.0％ －6.4％ －8.4％ －3.4％ －14.7％

燃料種別 走行量及び温室効果ガス排出量 削減目標

ガソリン・LPG 4,437,712 km メタン(CH4)：
1.33ｔ-CO2

一酸化二窒素(N2O)：
36.75ｔ-CO2

－15.8％

－12.6％軽油 693,049 km

【削減目標】

平成 29 年度までに、燃料使用量を平成 29 年度までに、燃料使用量を

平成 23 年度比で 9.1％以上削減します。平成 23 年度比で 9.1％以上削減します。



１．ノーマイカーデー、エコドライブの徹底

「ノーマイカーデー」としている毎週水曜日においては、自家用車やバイクによ

る通勤を自粛するとともに、徒歩や自転車、公共交通機関での通勤を徹底します。

また、マイカーを運転する際には、エコドライブを徹底します。

※平成 23 年度実施率：60.4％

２．紙使用量の削減

紙は木材を原料としているため、二酸化炭素の吸収源である森林資源の保全、廃

棄物の削減などの観点から、紙使用量の削減に努めます。

※平成 23 年度実績：A４換算で 75,420,134 枚[対象施設分]

＜取組方針＞

全部署における取組み

◆庁内 LAN 及び各システムの有効活用を図り、従来の事務処理を見直すなど、

紙使用の削減に努める。

◆紙の使用状況を正確に把握するため、定期的に紙資源購入量をチェックし、

事務局へ報告する。

◆資料の共用に努め、無用なコピーを減らす。

全職員が率先して実践する取組み

◆両面コピー(裏面利用含む)、両面印刷の励行。

◆会議用資料は簡素にまとめ、作成枚数を減らす。

◆ホームページの活用などにより、印刷物の発行部数削減に努める。

３．上水道使用量の削減

水道水は、その使用に際し、上水道を利用するために必要となる浄水場や、排水

を処理するために必要となる下水処理施設等で多くのエネルギーを消費することか

ら、二酸化炭素等の排出要因となるエネルギー消費の抑制のために、上水道使用量

の削減に努めます。
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【取組目標】

ノーマイカーデー実施率が、前年度実績を上回るようにします。ノーマイカーデー実施率が、前年度実績を上回るようにします。

第６章 その他の地球温暖化防止に対する取組みの推進

【取組目標】

紙使用量を、前年度実績未満に抑えます。紙使用量を、前年度実績未満に抑えます。



※平成 23 年度実績：846,724 ㎥[対象施設分]

＜取組方針＞

施設管理担当部署における取組み

◆上水道の使用状況をこまめにチェックし、漏水等の早期発見に努める。

◆職員の意識向上を図るため、節水の呼びかけをする。

市有施設整備担当部署における取組み

◆市有施設の建設・改修にあたっては、雨水貯留槽を設置するなど水資源の有

効利用に配慮する。

全職員が率先して実践する取組み

◆節水(トイレ、水道蛇口等)の徹底。

４．環境に配慮した製品の購入及び利用

物品の購入や印刷物の作成、リース等にあたっては、品質や価格だけではなく、

資源採取から廃棄まで全ての物品ライフサイクルにおける多様な環境負荷を考慮し、

環境配慮型製品の購入及び利用を推進します。

＜取組方針＞

全部署における取組み

◆事務用品やＯＡ機器等の購入(リース)にあたっては、環境配慮型製品かつ適正

規模の製品を選択するよう努める。

◆過剰包装や使い捨て製品ではなく、簡易包装や詰め替え可能な製品を選ぶ。

５．廃棄物の減量化とリサイクルの推進

廃棄物は、焼却施設における焼却の際に発生する二酸化炭素等の排出に影響を及

ぼすことから、分別を徹底し廃棄物の減量に努めるとともに、資源として有効活用

できるものは徹底してリサイクルを推進します。
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【取組目標】

上水道使用量を、前年度実績未満に抑えます。上水道使用量を、前年度実績未満に抑えます。

【取組目標】

環境に配慮した製品の購入及び利用を推進します。環境に配慮した製品の購入及び利用を推進します。

【取組目標】

廃棄物の減量化に努めるとともに、リサイクルを推進します。廃棄物の減量化に努めるとともに、リサイクルを推進します。



＜取組方針＞

全部署における取組み 全職員が率先して実践する取組み

◆廃棄物の総量を把握するため、定期的に排出量を確認し、事務局へ報告する。

◆印刷物は、適切な部数を把握し印刷を行う。

◆紙の裏面をメモ用紙として活用する。

◆使用済封筒を「がんばる封筒」として再活用する。

◆使い捨て製品の購入や使用を抑制し、再利用可能な製品を購入する。

◆茶殻等生ごみの水切りを徹底する。

◆庁内で情報交換を図り、備品や各種事務用品等を再使用する。

◆一般廃棄物、産業廃棄物、資源物の分別を徹底する。

◆マイ箸運動の一層の推進を図り、使用済み割り箸の回収量を減らす。

◆廃棄物となるようなものを極力購入しない、持ち込まない。

◆各種行事(会議を含む)の開催時には、ごみの排出をできるだけ削減する。

◆プリンターのトナーやカートリッジを分別回収し、リサイクルをする。

◆ポスターやカレンダーの裏面を、メモ用紙などとして使用する。

６．その他

本計画に掲げた取組内容にかかわらず、新たに効果の見込まれる取組みが生じた

際には、積極的に検討し推進します。
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１．計画の推進・点検体制

本計画を総合的かつ効果的に推進するため、環境管理組織を活用して進行管理を行い、

目標達成に向けた全庁的な取組みの徹底を図ります。

庁内推進体制図

①環境管理総括者(市長)

・取組みの成果や目標の承認。実行･改善指示。成果の公表。計画の見直し。

②環境基本計画推進庁内会議(部長級)

③環境基本計画推進庁内会議幹事会(課長級)

・環境管理責任者からの提案事項等を審議。環境管理総括者へ計画見直しの提案。

④環境管理責任者(環境部長)

⑤事務局(環境保全課)

・各部局から提出される成果等を点検･集約し、幹事会、庁内会議、環境管理総括者

へ報告･提案。推進責任者及び推進員に対する計画の周知並びに取組みの指示。

⑥推進責任者(課長･校長等)

⑦推進員(課長補佐･教頭等)

・取組みの成果や目標を把握･点検し、環境管理責任者へ報告。職員に対する取組み

等の指導･監視。

⑧全職員

・計画に定められた目標や取組方針を十分に踏まえ、事務･事業等にあたる。
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公 表
（HP 等による）

⑧全職員

②環境基本計画推進庁内会議
【 部長級 】

③環境基本計画推進庁内会議幹事会
【 課長級 】

④環境管理責任者

【 環境部長 】

⑤事務局

【 環境保全課 】

･計画の周知、指導

・取組み成果等の集約

第７章 計画の推進と点検・評価

周知・指示⑥推進責任者
【 課長・校長等 】

⑦推進員
【 課長補佐・教頭等 】

啓発

報告

承認・指示

指導

監視報告

報告・提案

①環境管理総括者

【 市長 】



２．職員に対する研修等

(１)職場研修

計画の推進にあたっては、職員一人ひとりの環境意識の向上が重要であるため、各部

署において、推進員は全所属職員を対象に地球温暖化対策に関する職場研修を、毎年度

１回以上実施します。

(２)職員への情報提供

事務局は、本計画や地球温暖化対策に関し、全職員で情報の共有ができるよう、庁内

LAN 等により適宜情報提供します。

３．実施状況の報告

本計画の着実かつ効果的な推進を図るため、推進責任者は、下記のとおり各報告様式を

提出手順に従い、定期的に事務局へ提出します。

(１)報告様式の種類及び報告時期

(２)報告様式の提出手順

◆様式第１号・様式第２号

◆様式第３号・様式第４-１号・様式第４-２号・様式第６号
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種 類
報告時期

６月末 ９月末 12 月末 ３月末

「様式第１号」 環境率先行動チェックシート(個人用) ※｢様式第２号｣に取りまとめるため提出の必要なし。

「様式第２号」 環境率先行動評価報告書 ○ ○ ○ ○

「様式第３号」 紙資源購入量報告書 ○ ○

「様式第４-１号」 施設エネルギー使用状況報告書 ○ ○

「様式第４-２号」 公用車エネルギー使用状況報告書 ○ ○

「様式第５号」 ノーマイカーデー実施状況報告書 ○ ○ ○ ○

「様式第６号」 ごみ排出量報告書 ○ ○

「様式第７号」 原因の特定及び対処記録簿 ※Ｃ評価となった場合は、提出が必要。

「様式第８号」 職場研修実施状況報告書 ※研修実施後、速やかに提出。

推進責任者

「様式第２号」に評

価を記入

推進員

「様式第２号 」に全

職員の結果を集約

全職員

「様式第１号」に自

己評価を記入

推進責任者

使用状況等の実績

を確認

推進員

・毎月、または半期ごとに使用状況等を把握

・実績を「様式第３号、第４-１号、第４-２号及び第

６号」に記入

事務局

事務局提出

提出

提出提出

提出



◆様式第５号

◆様式第７号

◆様式第８号

４．実施状況の点検、評価

事務局は、各部署からの実施状況の報告を受け、取組みや進捗状況を確認し、計画が適

切に実施されているかを点検するとともに、集約・評価・改善指導をおこないます。

５．取組み成果の公表

事務局は、点検・評価完了後、取組みの成果を市のホームページ等により年１回公表し

ます。

６．計画の見直し

本計画の計画期間は平成 29 年度までとしていますが、社会情勢に大幅な変化があった際

には、計画期間中であっても必要に応じて関係箇所の見直しをおこない、適切に対応する

こととします。
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推進員

・毎月２回（第１・第３水曜日）、実施状況を把握

・実施状況を「様式第５号」に記入

推進責任者

実施状況の実績を

確認

推進責任者

原因の特定及び対

処記録を確認

推進員

・「様式第２号、第３号、第４-１号、第５号」におい

て、C 評価の際に作成

・C 評価となった原因やそれに対する処置の記録

を「様式第７号」に記入

事務局

事務局

提出 提出

提出 提出

推進責任者

実施状況を確認

推進員

・毎年度 1 回、職場研修の実施

・実施状況を「様式第８号」に記入

事務局提出 提出





宮崎市環境部環境保全課

宮崎県宮崎市橘通西一丁目１番１号

電 話：0985-21-1761

ＦＡＸ：0985-22-0405
E-mail：09hozen@city.miyazaki.miyazaki.jp


